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１．建築士制度、建築行政の執行体制等の現状と課題 

(1) 建築士制度の現状と課題 

○能力の不十分な構造設計担当の建築士やチェック能力のない元請け建築士が存在している 

○重層的な設計業務の実施体制が常態化し、能力の不十分な建築士が市場で淘汰されない 

○工事監理が適切に機能していない 

○十分な報酬が得られない建築士が存在している 

 (2) 住宅の売主等の瑕疵担保責任の現状と課題 

○新築住宅の売主等が十分な資力を有さず瑕疵担保責任が十分に履行されない場合、住宅の所有者

が極めて不安定な状態に置かれる 

(3) 建築行政における監督体制・審査体制及び建築関連情報の管理・提供体制等の現状と課題 

○構造審査等を的確に実施するための建築主事や確認検査員の能力が不十分である 

○的確に建築行政を執行するための体制整備が急務である 

○建築物に関する情報の管理体制・提供体制が不十分である 

 

２．建築士制度、建築行政の執行体制等の見直しに向けた基本的な考え方 

(1) 建築士制度に対する信頼の回復 

①建築士の資質、能力の向上及び高度な専門能力を有する建築士の育成、活用 

○建築士の資質、能力の向上が必要 

②高度な専門能力を有する建築士による構造設計及び設備設計の適正化 

○専門分野の建築士の関与による構造設計及び設備設計の適正化が必要 

③建築士及び建築士事務所の業務の適正化 

○業務を依頼する建築士について消費者が直接確認できるようにすることが必要 

○管理建築士による事務所の管理機能の強化が必要 

④工事監理業務の適正化と実効性の確保 

○工事監理業務内容等の具体化や報告内容の充実等を図ることが必要 

○建築主の工事監理者選任義務の履行を担保するための措置が必要 

⑤業務実態を踏まえた業務報酬のあり方 

○設計業務のＣＡＤ化、専門分化等の業務実態の変化に合わせて報酬基準を見直すことが必要 

⑥団体による建築士及び建築士事務所の業務適正化に向けた取り組みの強化 

○建築士や建築士事務所の団体により、自主的な自己研鑽や業務の適正化を図ることが必要 

(2)  住宅の売主等の瑕疵担保責任の実効性確保 
○新築住宅の売主等に対し瑕疵担保責任履行の実効を確保するための措置が必要 

(3)  建築行政における監督体制・審査体制の強化及び建築関連情報の管理・提供体制の充実等 
○国、都道府県及び特定行政庁は、必要かつ十分な建築行政の執行体制を整備することが必要 

○研修等を通じ建築確認等の審査能力の維持向上を図ることが必要 

○建築物及び建築士等の情報を適切に管理し、国民に提供する体制を速やかに整備することが必要 

建築物の安全性確保のための建築行政のあり方について 答申 



 

 

３．建築物の安全性確保のために講ずべき施策 

(1) 建築士制度の抜本的な見直し 

①建築士に求められる資質、能力の確保等 

○建築士の資格付与要件の見直し（受験資格、実務経験及び試験内容の見直し） 

○建築士事務所に所属する建築士に対する講習受講の義務化 

○業務実施時における建築士免許証（顔写真入り）の提示の義務化 

②高度な専門能力を有する建築士による構造設計及び設備設計の適正化 

○一定規模以上の建築物等について、構造設計又は設備設計について高度の知識等を有する一級建築

士（特定構造建築士、特定設備建築士(仮称)）による設計図書の作成又は法適合性証明の義務付け 

○確認申請時に、特定構造(設備)建築士が自ら設計図書を作成した場合には特定構造(設備)建築士で

ある旨を証する書類の、その他の場合には法適合性を証明した図書の確認申請書への添付義務化 

○特定構造（設備）建築士は、構造（設備）設計図書の作成に関し一定以上の実務経験を有し、かつ、

所定の講習を修了した者又はこれと同等と認められる者とする 

③建築士事務所の業務の適正化 

○管理建築士について一定の実務経験等の要件を付加 

○管理建築士が技術的観点から開設者に述べた意見が尊重されるよう措置 

○設計・工事監理の業務内容の管理建築士等による事前説明及び書類による確認の義務化 

○受託した設計業務等の一括丸投げの禁止、建築士事務所以外への再委託の禁止の徹底 

④工事監理業務の適正化と実効性の確保 

○工事監理業務の内容、実施方法、建築主への報告内容等の適正化、明確化 

○着工届けの際に、工事監理業務の契約書を添付 

⑤報酬基準の見直し 

○専門分野別に標準的な業務量を提示する等の報酬基準の見直し 

⑥団体による自律的な監督体制の確立 

○団体による建築士に対する研修の実施 

○建築士事務所の団体を通じた業の適正化への取り組み（苦情相談業務の実施、団体名称の使用制限） 

○団体（指定登録法人）による建築士等の登録事務等の実施 

(2) 新築住宅の売主等の瑕疵担保責任履行のための資力確保措置 

○保険や供託、信託等についての具体的な制度設計や消費者保護の仕組みについて検討を行った上

で、住宅の売主等に対し瑕疵担保責任履行の実効を確保するための相応の資力確保措置の義務化 

(3) 建築行政における監督体制・審査体制の強化及び建築関連情報の管理・提供体制の整備等 

①国、都道府県、特定行政庁における建築行政職員数の確保及び建築主事等の能力の向上、研修等 

○特定行政庁における建築行政職員数、建築主事数等の執行体制を国が定期的にモニタリング 

○建築主事等に対する建築技術、特に建築構造に関する研修プログラムを毎年度継続的に実施 

○審査等に係る法令の解釈・運用方針の明確化 

②建築確認・検査の特例制度の見直し 

○建築士が設計・工事監理を行った場合の構造耐力等に関する審査省略制度の見直し 

③建築関連情報の管理・提供体制の整備 

○建築物、建築士等に関する各種情報等の総合管理・提供システムの整備 

④構造計算書に係る電子認証システムの整備 


